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自然環境保全基本方針 新旧対照表（案） 

 

 

変       更       後 変       更        前 

  

第１部 自然環境の保全に関する基本構想 

 自然は、人間生活にとって、広い意味での自然環境を形成し、人

間も含めたすべての生命が存立する基盤であるとともに、地域にお

ける固有の財産であり、限りない恩恵を与えるものである。すなわ

ち、自然は、経済社会活動のための資源としての役割を果たすだけ

でなく、私たちの健康で心豊かな暮らしの実現のためになくてはな

らない構成要素を成すものである。 

 特に、私たち日本人は、時として荒々しい脅威となる自然と対立

するのではなく、自然に対する畏敬の念を持ち、自然に順応し、自

然と共生する知恵や自然観を培ってきた。 

 このように、人間も、日光、大気、水、土、生物などによって構

成される生態系の一部であることを理解し、自然の理（ことわり）

に沿った自然と人間とのバランスの取れた健全な関わりを社会の隅

々に広げ、将来にわたり自然の恵みを得られるよう、自然の仕組み

を基礎とする真に豊かな社会をつくることが必要である。 

 

 

 自然環境保全法（昭和47年法律第85号。以下「本法」という。）

制定時は、経済成長に伴う開発等による自然環境の破壊に対処する

第１部 自然環境の保全に関する基本構想 

 自然は、人間生活にとつて、広い意味での自然環境を形成し、生

命をはぐくむ母胎であり限りない恩恵を与えるものである。すなわ

ち、それは、 

 ① 経済活動のための資源としての役割を果たすだけでなく、 

 ② それ自体が豊かな人間生活の不可欠な構成要素をなす。 

 殊に我が国は、人間と自然と人間の造型作品とが有機的な統一体

をなすというユニークな文化的伝統をもつてきた。 

 我々の社会生活におけるこの自然の役割を思うとき、なによりも

、我々がその価値を高く評価し、保護保全の精神を我々の身につい

た習性とすることこそが、あらゆる対策の第一歩であるというべき

であろう。この立場に立つならば、これを原点として、我々は、自

然を構成する諸要素間のバランスに注目する生態学をふまえた幅広

い思考方法を尊重し、人間活動も、日光、大気、水、土、生物など

によつて構成される微妙な系を乱さないことを基本条件としてこれ

を営むという考え方のもとに、自然環境保全の問題に対処すること

が要請される。 

 ところが、現実をふりかえると、現に自然環境の破壊は容赦なく

進んでおり、その規模において、多様性において、国土のいたると
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ことが最も大きな課題であったため、資源の持つ有限性に留意し、

大量生産、大量消費、大量廃棄という型の経済活動に厳しい反省を

加え、公害の未然防止に努めるとともに、経済的効率優先の陰で見

落とされがちであった自然の非貨幣的価値を適正に評価し、尊重し

ていかなければならないこととしてきた。さらに、自然環境の適正

な保全に留意した土地利用計画の下に適切な規制と誘導を図り、豊

かな環境の創造に努めることとされた。これらについては依然とし

て重要な方針であり、引き続き推進していかなければならない。 

 加えて、近年では、本格的な少子高齢化・人口減少社会を迎える

とともに、地方から東京圏への若年層を中心とする流入超過の継続

により、人口の地域的な偏在が加速化し、地方の若年人口、生産年

齢人口の減少が進んでいる。これはこれまで長い歴史を経て形成さ

れてきた日本の自然環境にも深刻な影響を与えており、例えば、農

林漁業の担い手や狩猟者の減少などにより、耕作放棄地や管理の行

き届かない森林、沿岸域が増加し、野生鳥獣被害等が深刻化してい

る。そうした地域では、自然災害に対するぜい弱性が高まるととも

に、里地里山や里海など豊かな自然が失われ、多様な生物相とそれ

に基づく豊かな文化が危機に瀕（ひん）している。 

 また、人間活動の発展に伴い、人及び物資の移動が活発化し、国

外又は国内の他地域から、意図的・非意図的に導入される生物が増

加している。このような生物の中には、産業利用等、私たちの生活

の向上に積極的な役割を果たしてきたものもある一方、それまでそ

の地域に存在しなかった生物が導入されることにより、その生物に

対する防御機能を有していない在来生物が捕食、駆逐され、地域の

ころで深刻な問題を提起していることは否めない。殊に問題なのは

、これらの事態がしばしば社会的公正を損なう不均衡な利害を伴い

がちで、そのために破壊への適確な対応が一段と複雑化していると

いう点である。 

 以上の観点に立つとき、我々は必要に応じて人間活動を厳しく規

制する方向で、社会経済制度全般にわたる総合的な政策を強力に展

開する必要にせまられている。すなわち、資源のもつ有限性に留意

し、大量生産、大量消費、大量廃棄という型の経済活動に厳しい反

省を加え、公害の未然防止に努めるとともに、経済的効率優先の陰

で見落とされがちであつた非貨幣的価値を適正に評価し、尊重して

いかなければならない。更に、自然環境の適正な保全に留意した土

地利用計画のもとに適切な規制と誘導を図り、豊かな環境の創造に

努めなければならない。 
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生物多様性を大きく変質させるなどの問題が起きている。さらに、

化学物質も生物多様性に大きな影響を与えてきた要因の一つと考え

られており、その生態系への影響についてのリスク評価・リスク管

理が行われている。 

 その上、地球温暖化等の気候変動、海洋の一次生産の減少及び酸

性化などの地球環境の変化は、生物多様性に深刻な影響を与える可

能性がある。 

 このように、我が国の生物多様性の損失は現在も続いており、私

たち一人一人が原因者となっている課題でもある。このまま損失が

継続し、生態系がある臨界点を超えた場合、生物多様性の劇的な損

失とそれに伴う広範な生態系サービスの低下が生じる危険性が高く

、それらを再生することは困難である。そして、これら自然環境に

関する問題は経済・社会の課題とも連関して複雑化してきているこ

とから、複数の課題を統合的に解決していくことが重要である。 

もとより、自然環境保全政策は、以上のような基本的な考え方の

下で展開すべき総合的な政策の重要部分を占めるものであり、それ

は自然環境保全の見地から地域の特性に応じて人間活動を規制する

だけでなく、自然環境が有する多様な機能を積極的に増進して地域

の課題を解決するという面を担うものであると言ってよい。したが

って、その施策は国土や各地域において確保すべき自然の適正な質

と量とを科学的に検討し、それを明確にしたものでなければならな

い。しかし、この施策の確立には人間活動や気候変動による影響の

評価・予測や、限られた資源の配分等の極めて困難な課題を伴うこ

ととなり、さらに、自然の全貌は、現代の科学的知見によっても、

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

もとより、自然保護を中心とする自然環境保全政策は、以上のご

とき基本的な考え方のもとで展開すべき総合的な政策の重要部分を

占めるものであり、それは自然環境保全の見地から地域の特性に応

じて人間活動を規制するという面を主として分担するものであると

いつてよい。したがつて、その施策は国土や各地方において確保す

べき自然の適正な質と量とを科学的に検討し、それを明確にしたも

のでなければならない。しかし、この施策の確立には人間活動の限

界の設定や、限られた資源の利用配分等の極めて困難な課題を伴う

こととなり、更に、自然の全貌は、現代の科学的知見によつても、

いまだうかがい知ることのできない多くの部分を持つものであるこ
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完全には解明できない多くの部分を持つものであることを認識せざ

るを得ない。 

 このような状況の下では、自然環境の保全については、将来に禍

根を残すことのないよう将来予測に基づくより積極的な姿勢が求め

られる。言い換えれば、現在破壊から免れている自然を保護するだ

けでなく、予防的な態度に基づく取組や自然資源の順応的な管理・

利用、関係者全てが広く自然的、社会的情報を共有した上での社会

的な選択としての方向性の決定を重視しつつ、開発圧力が低減する

機会を捉えた自然環境の再生・活用や安全な土地利用の推進、人手

が入ることで維持されてきた二次的自然環境の保全・管理を図る方

策等が必要である。 

そのため、当面の政策は、環境基本法（平成５年法律第91号）に

基づく環境基本計画及び生物多様性基本法（平成20年法律第58号）

に基づく生物多様性国家戦略の下で、自然環境保全上の効果を最大

限に発揮できるようにすることに加え、諸課題の関係性を踏まえて

、地域ごとに自立・分散型の社会を形成しつつ地域資源を補完し支

え合いながら農山漁村も都市も活かす「地域循環共生圏」の創造の

ように、環境・経済・社会的課題の同時解決に資する効果をもたら

すようにデザインするとともに、他の施策との密接な連携の下に行

われなければならない。また、国土に存在する貴重な植生、野生動

物、地形地質等のかけがえのない自然や優れた自然は、十分な面積

にわたっての保全が図られるとともに、森・里・川・海が生み出す

自然的なつながりを意識して連結性が確保されなければならない

。さらに、太陽エネルギーの合理的な利用が可能である農林水産業

とを認識せざるを得ない。 

  

このような状況のもとでは、自然環境の保全については、将来に

禍根を残すことのないよう先取り的なより積極的な姿勢が求められ

る。いいかえれば、現在破壊から免れている自然を保護するという

だけでなく、進んで自然環境を共有的資源として復元し、整備して

いく方策が必要である。そのため、当面の政策としては、国土に存

在する貴重な植生、野生動物、地形地質等のかけがえのない自然や

すぐれた自然は、近い将来に起こり得べき事態を考慮に入れ、また

、十分な面積にわたつての保全を図るとともに、太陽エネルギーの

合理的な利用が可能である農林水産業に関しては、それが有する環

境保全の役割を高く評価し、健全な育成を図る必要がある。都市地

域においては、健康な人間生活を保障するに足る自然環境が巧妙に

確保されなければならない。更に自然環境保全政策は、国内政策に

とどまることなく、国際的な視野に立つて貴重な野生動植物の保護

や海洋汚染の防止を図るなど、積極的な協力活動を展開する必要が

ある。 
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に関しては、それが有する環境保全の役割を高く評価し、健全な育

成を図る必要がある。都市地域においては、健康な人間生活を保障

するに足る自然環境が巧妙に確保されなければならない。また、そ

れぞれの地域の風土、文化は自然と一体不可分であり、その継承・

活用を図りながら自然環境を保全していく必要がある。加えて、前

述した地球環境の変化に起因する近い将来に起こり得べき事態を考

慮に入れ、災害リスクの低減や気候変動への適応等に資する生態系

の多様な機能が十分に発揮されるよう、健全な自然環境を維持・再

生する必要がある。 

また、経済・社会のグローバル化等により、私たちは世界の生物

多様性の恵みを利用して暮らしている。一方で、日本の生物多様性

の恵みも様々な形により世界各地で利用されている。これを踏まえ

、自然環境保全政策は、国内政策にとどまることなく、国際的な視

野に立って、積極的な協力・連携を図りながら、展開していかなけ

ればならない。例えば、保護地域等に関する二国間協力などの生物

多様性保全に直接関係する事業だけでなく、企業活動に必要な国際

的なサプライチェーンを始め、経済・社会活動に生物多様性への配

慮を組み込んでいくことが重要である。また、愛知目標及びそれに

続く生物多様性の世界目標のほか、気候変動、化学物質等に関する

多国間の国際約束の実施や、持続可能な開発目標（SDGs）等の国際

目標の達成に向けた取組における連携も強化しなければならない

。さらに、生態系を活用した防災・減災（Eco-DRR）や、二次的自然

環境における生物多様性保全とその持続可能な利用を目指す「

SATOYAMAイニシアティブ」など、東日本大震災の教訓や里地里山に
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おける生物多様性の持続可能な利用に関する知見を含む我が国の経

験を活かした国際協力を図ることも重要である。 

以上の前提に立ち、本法が求める自然環境を保全することが特に

必要な区域等の生物多様性の確保その他の自然環境の適正な保全を

総合的に推進するための基本的な方向を展望すれば次のとおりであ

る。 

 

１ 国土に存在する多様な自然を体系的に保全するため、本法を始

めとする各種の関係制度を総合的に運用する。 

 (1) 人為のほとんど加わっていない原生の自然地域、国を代表す

る傑出した自然景観、さらに学術上、文化上特に価値の高い自

然物等は、多様な生物種を保存し、あるいは自然の精妙なメカ

ニズムを人類に教えるなど、国の遺産として後代に伝えなけれ

ばならないものである。いずれもかけがえのないものであり、

厳正に保全を図る。 

 (2) 国土の自然のバランスを維持する上で重要な役割を果たす自

然地域、優れた自然風景、野生動物の生息地、防災・減災に資

する自然地域、さらに自然とのふれあいに適した自然地域等は

、いずれも人間と自然との関係において欠くことのできない良

好で有用な自然であり、適正に保護を図るとともに必要に応じ

て復元、整備に努力する。 

 (3) 自然の物質循環に生産力の基礎をおく農林水産業が営まれる

地域は食料・林産物を始めとする資源の供給面だけでなく、生

物多様性の保全、国土の保全、水源のかん養、大気の浄化等、

 

 

 以上の前提に立ち、当面の自然環境保全施策の基本的な方向を展

望すれば次のとおりである。 

 

 

 

１ 国土に存在する多様な自然を体系的に保全するため、自然環境

保全法をはじめとする各種の関係制度を総合的に運用する。 

 (1) 人為のほとんど加わつていない原生の自然地域、国を代表す

る傑出した自然景観、更に学術上、文化上特に価値の高い自然

物等は、多様な生物種を保存し、あるいは自然の精妙なメカニ

ズムを人類に教えるなど、国の遺産として後代に伝えなければ

ならないものである。いずれもかけがえのないものであり、厳

正に保全を図る。 

 (2) 国土の自然のバランスを維持する上で重要な役割を果たす自

然地域、すぐれた自然風景、野生動物の生息地、更に野外レク

リエーシヨンに適した自然地域等は、いずれも人間と自然との

関係において欠くことのできない良好な自然であり、適正に保

護を図るとともに必要に応じて復元、整備に努力する。 

  

(3) 自然の物質循環に生産力の基礎をおく農林水産業が営まれる

地域は食糧・林産物をはじめとする資源の供給面だけでなく、

国土の保全、水源のかん養、大気の浄化等、自然のバランスの
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自然のバランスの維持という面においても必要不可欠なもので

ある。その環境保全能力を評価し、そこで育まれてきた文化の

保全と一体となって、当該地域の健全な育成を図る。 

 (4) 都市地域における樹林地、草地、水辺地などの自然地域は、

大気浄化、気象緩和及び気候変動への適応、無秩序な市街地化

の防止、公害・災害の防止等に大きな役割を果たし、また地域

住民の人間形成にも大きな影響を与えるものであるところから

、健全な都市構成上、都市環境上不可欠なものについて積極的

に保護し、育成し、あるいは復元を図る。 

(5) 海洋は、水循環の維持、大気との相互作用等による気象緩和

、二酸化炭素の吸収等の機能を持つものであり、水産物の供給

だけでなく、地球上の多様な生物の生息・生育や私たちの豊か

で潤いのある生活を支えるかけがえのないものであるが、一度

海洋汚染等により海洋環境が損なわれるとその回復を図ること

が非常に困難であることから、沿岸域から沖合域にかけて適正

に保全を図る。 

(6) 法令等による保護地域以外にも、民間等の取組により保全が

図られている地域や、保全を目的としない管理が結果として自

然環境を守ることにも貢献している地域（民間保護地域や「

OECM；Other Effective area-based Conservation Measures」

と呼ばれる。）があり、これらについては、そうした民間等の

取組を促進するとともに、保護地域を核として民間保護地域や

OECMとの連結性を強化することにより、広域的で強靱な生態系

のネットワーク化を図り、生物多様性の保全を推進する。 

維持という面においても必要欠くべからざるものであり、その

環境保全能力を評価し、健全な育成を図る。 

 

 (4) 都市地域における樹林地、草地、水辺地などの自然地域は、

大気浄化、気象緩和、無秩序な市街地化の防止、公害・災害の

防止等に大きな役割を果たし、また地域住民の人間形成にも大

きな影響を与えるものであるところから、健全な都市構成上、

都市環境上不可欠なものについて積極的に保護し、育成し、あ

るいは復元を図る。 
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２ 保全すべき自然地域は、その特性に応じて適切に管理されなけ

ればならない。必要な規制に加え、絶滅危惧種や固有種の保全、

外来生物の防除や、鳥獣による生態系影響等についての対策等の

事業の実施も検討する。あわせて、必要な民有地の買上げを促進

する。 

 

３ 自然環境を破壊するおそれのある各種の開発が行われる場合は

、事業主体により必要に応じ、環境影響評価法等に基づく手続や

その他の自主的な取組として、当該事業が自然環境に及ぼす影響

の予測、代替案の比較等を含めた事前調査が行われ、それらが計

画に反映され、住民の理解を得た上で行われるよう努める。開発

後においても自然環境の保全のための措置が必要に応じ講ぜられ

るよう十分な注意を払うものとする。 

 

４ 自然のメカニズムについては、解明されていない部分が極めて

多い。人間活動と自然との関係、自然が有する多様な機能、物質

の循環、生態系の保全技術などについての研究を積極的に進める

ため、研究体制の確立、情報システムの整備、研究者及び研究の

成果を具体的施策に反映させる技術者の養成等に努める。 

  また、我が国の自然環境の現状を適確に把握するため、植生、

野生動物、地形地質を始め、しばしば軽視されがちな目に見えな

い自然のメカニズムの側面等の各分野にわたる科学的な調査を実

施する。 

 

２ 保全すべき自然地域は、その特性に応じて適切に管理されなけ

ればならない。このため、管理体制の整備に努めるとともに、必

要な民有地の買上げを促進する。 

 

 

 

３ 自然環境を破壊するおそれのある大規模な各種の開発が行われ

る場合は、事業主体により必要に応じ、当該事業が自然環境に及

ぼす影響の予測、代替案の比較等を含めた事前調査が行われ、そ

れらが計画に反映され、住民の理解を得たうえで行われるよう努

める。開発後においても自然環境の保全のための措置が必要に応

じ講ぜられるよう十分な注意を払うものとする。 

 

 

４ 自然のメカニズムについては、解明されていない部分が極めて

多い。人間活動と自然との関係、物質の循環、生態系の保全技術

などについての研究を積極的に進めるため、研究体制の確立、情

報システムの整備、研究者及び研究の成果を具体的施策に反映さ

せる技術者の養成等に努める。 

  また、我が国の自然環境の現状を適確に把握するため、植生、

野生動物、地形地質をはじめ、しばしば軽視されがちな目に見え

ない自然のメカニズムの側面などの各分野にわたる科学的な調査

を実施する。 
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  あわせて、これらの調査研究によって明らかとなった情報を積

極的に発信する。 

 

５ 自然環境の保全を十分図るためには、国民一人一人が保護、保

全の精神を身につけこれを習性とすることが何よりも肝要である

。このため学校や地域社会において環境教育を積極的に推進し、

自然のメカニズムや人間と自然との正しい関係について国民の理

解を深め、自然に対する愛情とモラルの育成に努める。 

 

６ 国民の自然に対する渇望に応えることは、自然環境保全の主要

な目的の一つである。自然とのふれあいは、利用者に自然の価値

を認識させ、その保全の意識を喚起し、また、利用の受入れ側で

ある地元住民や関連事業者には自然環境保全の動機を維持させる

ことを通じ、自然環境保全に資するものである。したがって、自

然とのふれあいに関する施策並びに地域における観光の振興及び

環境教育の推進において重要な意義を有するエコツーリズムに関

する施策を総合的かつ効果的に推進する。その際、海外から訪れ

る利用者が我が国の自然環境の魅力を満喫できる施策を積極的に

推進する。また、一定の地域への過度な利用の集中等により、か

けがえのない自然を破壊することのないように調整を図る。 

 

 以上の自然環境保全施策は、国民の理解と協力の下に、国、地方

公共団体、農林漁業者、事業者、民間団体、専門家、地域住民等の

多様な主体が連携を図りつつ、強力に展開しなければならない。そ

 

 

 

５ 自然環境の保全を十分図るためには、国民一人一人が保護、保

全の精神を身につけこれを習性とすることがなによりも肝要であ

る。このため学校や地域社会において環境教育を積極的に推進し

、自然のメカニズムや人間と自然との正しい関係について国民の

理解を深め、自然に対する愛情とモラルの育成に努める。 

 

６ 国民の自然に対する渇望に応えることは、自然環境保全の主要

な目的の一つである。自然との交流を図る健全な野外レクリエー

シヨンは、今後国民生活においてますます重要性を占め、その需

要も増大の傾向にある。しかし、一面それが一定の地域に過度に

集中すれば、かけがえのない自然を破壊するおそれもある。した

がつて自然環境の適正な保全を図る立場から野外レクリエーシヨ

ン政策の調整を図る。 

 

 

 

 

 

 以上の自然環境保全施策は、国民の理解と協力のもとに、地方公

共団体と連携を図りつつ、強力に展開しなければならない。そのた

めには開発行為に対する規制、土地のもつ公共的性格の重視等につ
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のためには開発行為に対する規制、土地の持つ公共的性格の重視等

につき、勇断をもって臨まなければならないが、同時に、国土保全

その他の公益との調整に留意するとともに、保全のための負担の公

平化、地域住民の生業の安定及び福祉の向上、所有権等の財産権の

尊重等のため必要な施策を総合的見地から講じていく必要がある

。自然の恵沢の享受と保全に関し、受益と負担の両面にわたって社

会的公正が確保されてこそ、自然環境の適正な保全が図られるので

ある。 

 

 

第２部 自然環境保全地域等に関する基本的事項 

 本法に規定する４種の保全地域、すなわち、原生自然環境保全地

域、自然環境保全地域、沖合海底自然環境保全地域及び都道府県自

然環境保全地域は「自然環境の保全に関する基本構想」に基づき国

土全域を対象として体系的に選定され、適切に保全され、必要に応

じて点検されなければならないが、それらについての基本的事項は

おおむね次のとおりである。 

 

１ 原生自然環境保全地域の指定方針 

  我が国においては、国土の開発が非常に進んでいるため、人の

活動によって影響を受けていない地域は、自然環境保全上極めて

高い評価がなされるに至っており、その持つ学術的意義は大きく

、重要な科学的情報源である。 

  我が国の亜熱帯多雨林帯、暖帯照葉樹林帯、温帯落葉広葉樹林

き、勇断をもつて臨まなければならないが、同時に、国土保全その

他の公益との調整に留意するとともに、保全のための負担の公平化

、地域住民の生業の安定及び福祉の向上、所有権等の財産権の尊重

等のため必要な施策を総合的見地から講じていく必要がある。自然

の恵沢の享受と保全に関し、受益と負担の両面にわたつて社会的公

正が確保されてこそ、自然環境の適正な保全が図られるのである。 

 

 

 

 

第２部 自然環境保全地域等に関する基本的事項 

 自然環境保全法に規定する３種の保全地域、すなわち、原生自然

環境保全地域、自然環境保全地域及び都道府県自然環境保全地域は

「自然環境の保全に関する基本構想」に基づき国土全域を対象とし

て体系的に選定され、適切に保全されなければならないが、それら

についての基本的事項はおおむね次のとおりである。 

 

 

１ 原生自然環境保全地域の指定方針 

  我が国においては、国土の開発が非常に進んでいるため、人の

活動によつて影響を受けていない地域は、自然環境保全上極めて

高い評価がなされるに至つており、そのもつ学術的意義は大きく

、重要な科学的情報源である。 

  我が国の亜熱帯多雨林帯、暖帯照葉樹林帯、温帯落葉広葉樹林
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帯、及び亜寒帯針葉樹林帯の各森林帯に残る原生の自然状態を維

持している地域につき、次の要件に合致する典型的なものを原生

自然環境保全地域として指定するものとする。 

 (1) 極相あるいは、それに近い森林、湿原、草原等の植生及び野

生動物等の生物共同体が人の活動によって影響を受けることな

く原生状態を維持していること。 

 (2) 生態系として動的な平衡状態を維持するため、一定の面積と

形態が確保されていること。 

 (3) (2)に関連し、当該地域の周辺が自然性の高い地域であるこ

と。 

 

２ 原生自然環境保全地域の保全施策 

  原生自然環境保全地域の指定方針に鑑み、自然の推移に委ねる

ことを保全の基本方針とする。 

 (1) 極相の状態や原生の状態を維持するため、原則として地域内

において人為による改変を禁止するとともに、地域外からの各

種の影響を極力排除するよう努める。 

 (2) 特定の植物若しくは動物で稀有なもの又は当該地域に固有な

植物若しくは動物で、人為の影響を著しく受けやすいもの等を

保存する必要のある場合には、立入制限地区を設け一層の保護

を図るものとする。 

 (3) 自然災害により損傷が生じた場合には、原則として人為を加

えず、可能な限り、自然条件での遷移によって復元を図るもの

とする。 

帯、及び亜寒帯針葉樹林帯の各森林帯に残る原生の自然状態を維

持している地域につき、次の要件に合致する典型的なものを原生

自然環境保全地域として指定するものとする。 

 (1) 極相あるいは、それに近い森林、湿原、草原等の植生及び野

生動物等の生物共同体が人の活動によつて影響を受けることな

く原生状態を維持していること。 

 (2) 生態系として動的な平衡状態を維持するため、一定の面積と

形態が確保されていること。 

 (3) (2)に関連し、当該地域の周辺が自然性の高い地域であるこ

と。 

 

２ 原生自然環境保全地域の保全施策 

  原生自然環境保全地域の指定方針にかんがみ、自然の推移にゆ

だねることを保全の基本方針とする。 

 (1) 極相の状態や原生の状態を維持するため、原則として地域内

において人為による改変を禁止するとともに、地域外からの各

種の影響を極力排除するよう努める。 

 (2) 特定の植物若しくは動物で稀有なもの又は当該地域に固有な

植物若しくは動物で、人為の影響を著しく受け易いもの等を保

存する必要のある場合には、立入制限地区を設け一層の保護を

図るものとする。 

 (3) 自然災害により損傷が生じた場合には、原則として人為を加

えず、可能な限り、自然条件での遷移によつて復元を図るもの

とする。 
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 (4) 当該地域の自然を観察し、調査し、研究するとともに、必要

最小限の保全事業を執行し、厳正な管理を図るものとする。 

 

３ 自然環境保全地域の指定方針 

  優れた天然林が相当部分を占める森林、その区域内に生存する

動植物を含む自然環境が優れた状態を維持している海岸、湖沼、

湿原又は河川、植物の自生地、野生動物の生息地等でその自然環

境が優れた状態を維持しているもの等で一定の広がりをもった地

域について、農林漁業等地域住民の生業の安定、福祉の向上、資

源の長期的確保等自然的社会的諸条件を考慮しながら、指定を図

るものであるが、特に次に掲げるものについては、速やかに指定

を図るものとする。 

 (1) 人の活動による影響を受けやすいぜい弱な自然で破壊される

と復元困難な地域 

 (2) 自然環境の特徴が特異性、固有性又は希少性を有するもの 

 (3) 当該地域の周辺において開発が進んでおり、又は急激に進行

するおそれがあるために、その影響を受け、優れた自然状態が

損なわれるおそれのあるもの 

 

４ 自然環境保全地域の保全施策 

  自然環境保全地域の保全対象である特定の自然環境を維持する

ため、自然環境の状況に対応した適正な保全を図るものとする。 

 (1) 当該地域の生態系構造上重要な地区及び生態系の育成を特に

図ることを必要とする地区、あるいは特定の自然環境を維持す

 (4) 当該地域の自然を観察し、調査し、研究するとともに、必要

最小限の保全事業を執行し、厳正な管理を図るものとする。 

 

３ 自然環境保全地域の指定方針 

  すぐれた天然林が相当部分を占める森林、その区域内に生存す

る動植物を含む自然環境がすぐれた状態を維持している海岸、湖

沼、湿原又は河川、植物の自生地、野生動物の生息地等でその自

然環境がすぐれた状態を維持しているもの等で一定の広がりをも

つた地域について、農林漁業等地域住民の生業の安定、福祉の向

上、資源の長期的確保等自然的社会的諸条件を配慮しながら、指

定を図るものであるが、特に次に掲げるものについては、速やか

に指定を図るものとする。 

 (1) 人の活動による影響を受けやすい弱い自然で破壊されると復

元困難な地域 

 (2) 自然環境の特徴が特異性、固有性又は稀少性を有するもの 

 (3) 当該地域の周辺において開発が進んでおり、又は急激に進行

するおそれがあるために、その影響を受け、すぐれた自然状態

が損なわれるおそれのあるもの 

 

４ 自然環境保全地域の保全施策 

  自然環境保全地域の保全対象である特定の自然環境を維持する

ため、自然環境の状況に対応した適正な保全を図るものとする。 

 (1) 当該地域の生態系構造上重要な地区及び生態系の育成を特に

図ることを必要とする地区、あるいは特定の自然環境を維持す
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るため特に必要がある地区等で、保全対象を保全するために必

要不可欠な核となるものについては、その必要な限度において

、特別地区又は海域特別地区に指定し、保護を図るものとする

。 

 (2) 当該特別地区における特定の野生動植物で稀有なもの、又は

固有なものを保存する必要がある地区については、野生動植物

保護地区を指定するものとする。 

 (3) 普通地区については、それが有する緩衝地帯としての役割が

十分維持されるよう保全を図るものとする。 

 (4) 当該地域内において自然災害等により損傷が生じた場合は防

災上の観点とともに生態学的調査結果を踏まえ復元等を図るも

のとする。 

 (5) 当該地域においては、適正な管理を図り、必要な保全事業及

び生態系維持回復事業を実施するものとする。 

 (6) 国土の保全その他公益との調整、住民の農林漁業等の生業の

安定及び福祉の向上に配慮するものとする。 

 

５ 沖合海底自然環境保全地域の指定方針 

海洋では、海山、熱水噴出域、湧水域、海溝、深海平原及び大

陸斜面といった海底地形等の特徴に応じて、様々な生態系が形成

されている。これらの生態系は、生物多様性上の価値及び海洋資

源としての価値を有することから、これらの生態系を含む自然環

境を保全する意義は大きい。また、重要な科学的情報源であり、

その学術的意義も大きい。 

るため特に必要がある地区等で、保全対象を保全するために必

要不可欠な核となるものについては、その必要な限度において

、特別地区又は海中特別地区に指定し、保護を図るものとする

。 

 (2) 当該特別地区における特定の野生動植物で稀有なもの、又は

固有なものを保存する必要がある地区については、野生動植物

保護地区を指定するものとする。 

 (3) 普通地区については、それが有する緩衝地帯としての役割が

十分維持されるよう保全を図るものとする。 

 (4) 当該地域内において自然災害等により損傷が生じた場合は防

災上の観点とともに生態学的調査結果をふまえ復元等を図るも

のとする。 

 (5) 当該地域においては、適正な管理を図り、必要な保全事業を

実施するものとする。 

 (6) 国土の保全その他公益との調整、住民の農林漁業等の生業の

安定及び福祉の向上に配慮するものとする。 
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海洋の生態系は、陸域の生態系と比較して科学的に解明されて

いない事象が多く、特に沖合域においては、沿岸域ほど高い精度

で科学的知見が蓄積されていない。他方、海洋に関しては海洋産

業の育成による持続可能な開発・利用も重要な政策として推進さ

れており、これに伴う沖合域の海底のかく乱等は、生態系に対し

て不可逆的な影響を与えてしまうおそれがある。  

このため、現在ある知見を基に、我が国の海山、熱水噴出域、

湧水域、海溝、深海平原及び大陸斜面等の海底地形、地質又は自

然の現象に依存する特異な生態系を含む自然環境が優れた状態を

維持していると認める海域について、漁業等の生業の安定、資源

の長期的確保、近隣国・地域との関係等自然的社会的諸条件を考

慮しながら、一定の広がりをもって指定を図るものである。具体

的には、「生物多様性の観点から重要度の高い海域」のうち沖合

海底域に係るものを踏まえ、指定するものとする。なお、指定後

の自然環境の変化、海洋資源の経済的価値の変化及び科学的知見

の充実（海洋資源に係る知見の充実を含む。）等に伴う自然的社

会的諸条件の変化が確認された場合には、海洋資源の開発及び利

用という面も考慮しつつ、各分野の有識者から意見を聴取した上

で、政府部内での十分な協議、社会的な合意形成等を経て、沖合

海底自然環境保全地域の指定の見直しをできるものとする。ただ

し、沖合海底自然環境保全地域の指定を解除する際には、解除に

伴う自然環境の保全への影響を考慮した適切な海域を新たに沖合

海底自然環境保全地域に指定することを前提とする。なお、沖合

海底自然環境保全地域については、定期的に点検を行うこととす
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る。 

 

６ 沖合海底自然環境保全地域の保全施策 

沖合海底自然環境保全地域の保全対象である特定の自然環境を

維持するため、自然環境の状況に対応した適正な保全を図るもの

とする。 

(1) 当該地域の生態系構造上重要な地区及び生態系の育成を特に

図ることを必要とする地区、あるいは特定の自然環境を維持す

るため特に必要がある地区等で、保全対象を保全するために必

要不可欠な核となるものについては、その必要な限度において

、沖合海底特別地区に指定し、保護を図るものとする。 

 (2) 沖合海底自然環境保全地域のうち、沖合海底特別地区に含ま

れない区域については、それが有する緩衝地帯としての役割が

十分維持されるよう保全を図るものとする。 

 (3) 自然災害により損傷が生じた場合には、原則として人為を加

えず、可能な限り、自然条件での遷移に委ねるものとする。 

 (4) 当該地域の自然を観察し、調査し、研究を推進し、科学的知

見の充実に努めるものとする。 

(5) その他公益との調整、漁業等の生業の安定に配慮するものと

する。 

 

７ 都道府県自然環境保全地域の指定の基準 

  都道府県自然環境保全地域は、自然環境が自然環境保全地域に

準ずる土地の区域を対象とするものであり、次により指定を行う

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 都道府県自然環境保全地域の指定の基準 

  都道府県自然環境保全地域は、自然環境が自然環境保全地域に

準ずる土地の区域を対象とするものであり、次により指定を行う
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ものとする。 

 (1) 自然環境保全地域の指定方針に準ずるものとするが、区域の

設定は保護対象を保全するのに必要な限度において行うものと

する。 

 (2) 都市地域において、優れた自然環境が残されている地域につ

いては、都市計画との調整を図りつつ、指定するものとする。 

 (3) 地域の指定は、私権の制約等を伴うものであるから、当該地

域に係る住民及び利害関係人の意見を聴くなど、自然環境保全

地域の指定手続に準じて行うものとする。 

 

 

８ 都道府県自然環境保全地域の保全施策の基準 

  都道府県自然環境保全地域の保全対象である特定の自然環境を

維持するため、自然の状況に対応した適正な保全を図り、必要に

応じて積極的な復元を図るものとする。 

 (1) 特別地区、野生動植物保護地区及び普通地区の指定等につい

ては、自然環境保全地域に準じて行うものとする。 

 (2) 当該地域内において自然環境に損傷が生じた場合には、当該

自然環境の特性と損傷の状況に応じ、速やかに復元又は緑化を

図るものとする。 

 (3) 当該地域が小面積である場合には、地域外と接する部分の取

扱いに特に注意を払い、必要に応じて樹林帯等を造成し、保護

を図るものとする。 

 (4) 当該地域については、適正な管理を図り、必要な保全事業を

ものとする。 

 (1) 自然環境保全地域の指定方針に準ずるものとするが、区域の

設定は保護対象を保全するのに必要な限度において行うものと

する。 

 (2) 都市地域において、すぐれた自然環境が残されている地域に

ついては、都市計画との調整を図りつつ、指定するものとする

。 

 (3) 地域の指定は、私権の制約等を伴うものであるから、当該地

域に係る住民及び利害関係人の意見を聴くなど、自然環境保全

地域の指定手続に準じて行うものとする。 

 

６ 都道府県自然環境保全地域の保全施策の基準 

  都道府県自然環境保全地域の保全対象である特定の自然環境を

維持するため、自然の状況に対応した適正な保全を図り、必要に

応じて積極的な復元を図るものとする。 

 (1) 特別地区、野生動植物保護地区及び普通地区の指定等につい

ては、自然環境保全地域に準じて行うものとする。 

 (2) 当該地域内において自然環境に損傷が生じた場合には、当該

自然環境の特性と損傷の状況に応じ、速やかに復元又は緑化を

図るものとする。 

 (3) 当該地域が小面積である場合には、地域外と接する部分の取

扱いに特に注意を払い、必要に応じて樹林帯等を造成し、保護

を図るものとする。 

 (4) 当該地域については、適正な管理を図り、必要な保全事業を
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実施する。 

 (5) 国土の保全その他の公益との調整、住民の農林漁業等の生業

の安定及び福祉の向上に配慮するものとする。 

 

９ 自然環境保全地域等と自然公園法その他の自然環境保全を目的

とする法律に基づく地域との調整の方針 

  自然環境の適正な保全を総合的に推進するためには、本法に基

づく４種の地域のみならず、自然公園その他の自然環境保全を目

的とする法律に基づく各種の地域の指定が促進され、それらの保

全が積極的に図られなければならないが、その際の自然環境保全

地域等と他の地域との調整は、おおむね次のとおり行うものとす

る。 

 (1) 原生自然環境保全地域は、それが保有する自然環境の重要性

に鑑み、現に自然公園、その他自然環境保全を目的とする法律

に基づく地域に含まれているものであっても、自然公園として

の利用等からも十分検討し、厳正に保全を図るべきものにつき

指定するものとする。 

 (2) 自然環境保全地域及び都道府県自然環境保全地域は、自然公

園の区域外において指定するものとする。ただし、現に都道府

県立自然公園の区域に含まれている優れた自然の地域にあって

は、当該地域の自然の特質、周辺の自然的社会的条件を検討し

、場合により、関係都道府県と十分協議の上、自然環境保全地

域へ移行させるものとする。 

 (3) 都市計画区域においては、自然環境保全地域と都道府県自然

実施する。 

 (5) 国土の保全その他の公益との調整、住民の農林漁業等の生業

の安定及び福祉の向上に配慮するものとする。 

 

７ 自然環境保全地域等と自然公園法その他の自然環境保全を目的

とする法律に基づく地域との調整の方針 

  自然環境の適正な保全を総合的に推進するためには、自然環境

保全法に基づく3種の地域のみならず、自然公園その他の自然環境

保全を目的とする法律に基づく各種の地域の指定が促進され、そ

れらの保全が積極的に図られなければならないが、その際の自然

環境保全地域等と他の地域との調整は、おおむね次のとおり行う

ものとする。 

 (1) 原生自然環境保全地域は、それが保有する自然環境の重要性

にかんがみ、現に自然公園、その他自然環境保全を目的とする

法律に基づく地域に含まれているものであつても、自然公園と

しての利用等からも十分検討し、厳正に保全を図るべきものに

つき指定するものとする。 

 (2) 自然環境保全地域及び都道府県自然環境保全地域は、自然公

園の区域外において指定するものとする。ただし、現に都道府

県立自然公園の区域に含まれているすぐれた自然の地域にあつ

ては、当該地域の自然の特質、周辺の自然的社会的条件を検討

し、場合により、関係都道府県と十分協議のうえ自然環境保全

地域へ移行させるものとする。 

 (3) 都市計画区域においては、自然環境保全地域と都道府県自然
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環境保全地域の指定は、原則として市街化区域については行わ

ないものとし、その他の区域については良好な都市環境の形成

を目的とする緑地保全地域と重複しないようにする等の調整を

図りつつ行うものとする。 

環境保全地域の指定は、原則として市街化区域については行わ

ないものとし、その他の区域については良好な都市環境の形成

を目的とする緑地保全地区と重複しないようにする等の調整を

図りつつ行うものとする。 

  


